
第83回定時株主総会招集ご通知に
際してのインターネット開示事項

第83期
［2017年４月１日から2018年３月31日まで］

・連結株主資本等変動計算書
・連結計算書類の連結注記表
・株主資本等変動計算書
・計算書類の個別注記表

　

株式会社セコニックホールディングス

会計監査人及び監査等委員会の監査を受けた本開示書類は、法令及
び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ
サイト（http://www.sekonic-hd.jp/）に掲載することにより、
株主の皆様にご提供するものであります。



連結株主資本等変動計算書
　

（2017年４月１日から2018年３月31日まで）
（単位：百万円）

　

株 主 資 本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,609 1,850 1,616 △235 4,840
当 期 変 動 額
　剰 余 金 の 配 当 △34 △34
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 239 239

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― 205 △0 205
当 期 末 残 高 1,609 1,850 1,821 △235 5,045
　

（単位：百万円）
　

その他の包括利益累計額
非支配株主
持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 427 80 △37 469 40 5,350
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △34
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 239

自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） △64 △14 22 △55 6 △49

当 期 変 動 額 合 計 △64 △14 22 △55 6 155
当 期 末 残 高 363 65 △14 413 46 5,506
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連 結 注 記 表
　

　
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
１）連結子会社の数及び連結子会社名
連結子会社は、下記の７社であります。
株式会社セコニック
株式会社セコニック通商
株式会社セコニック技研
株式会社セコニック電子
賽科尼可有限公司
賽科尼可電子（常熟）有限公司
恵州賽科尼可科技有限公司

２）連結の範囲の変更
深圳賽科尼可高科技有限公司は、2018年３月28日に清算手続きを結了したため、連結の範囲から除外
しております。なお、清算結了日までの損益計算書について連結をしております。

２．持分法の適用に関する事項
１）持分法適用会社数及びその会社名
該当会社はありません。

２）持分法を適用しない会社数及びその会社名
該当会社はありません。

３．連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社のうち、賽科尼可電子（常熟）有限公司及び恵州賽科尼可科技有限公司の決算日は12月31日
であります。
連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しておりま
す。
なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項
１）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの…………決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

時価のないもの…………移動平均法による原価法
② デリバティブ取引により生ずる債権及び債務
時価法

③ 棚卸資産
総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産……………定率法

ただし、1998年４月１日以降取得した建物、2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物、並びに海外連結子会社は、定額法によっており
ます。

② 無形固定資産……………定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産………………（所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっておりま
す。

（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっ
ております。

３）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金………………従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負
担すべき額を計上しております。

③ 工場閉鎖
　 損失引当金

………………連結子会社の工場閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、当該損失見込額の
うち当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。
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４）退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法
当社及び一部の国内連結子会社については、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を連結会
計年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。
・数理計算上の差異の処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（７年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。また、
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計
額の退職給付に係る調整累計額として計上しております。

５）その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

② 連結納税制度の適用
当社及び国内の一部連結子会社は、連結納税制度を適用しております。

　５．表示方法の変更
・投資有価証券売却益に関する変更
従来、「特別利益」及び「特別損失」に表示しておりました「投資有価証券売却益」及び「投資有価
証券売却損」は、投資有価証券の一部について、保有目的を政策投資から純投資に変更したことに伴
い、売買の実態をより適切に表示するために、当連結会計年度より「営業外収益」及び「営業外費
用」に表示することといたしました。

　６．会計上の見積りの変更
・数理計算上の差異の費用処理年数の変更
数理計算上の差異の費用処理年数については、従業員の平均残存勤務期間の短縮に伴い、一定の年数
の見直しを行った結果、当連結会計年度より８年から７年に短縮しております。なお、この変更によ
る影響額は軽微であります。

― 4 ―



連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務
１）担保資産

建物及び構築物 229百万円
土地 266百万円

２）担保付債務
長期預り保証金 130百万円
（うち１年以内に償還する長期預り保証金 22百万円）

３）上記のほか、現金及び預金（定期預金）24百万円を取引金融機関との為替予約取引の担保として差し入
れております。

２．短期借入金の一部に係るコミットメントライン契約及び当座貸越契約、並びに財務制限条項
当社は、運転資金の効率かつ安定的な調達を行うため取引銀行とコミットメントライン契約及び当座貸越
契約を締結しております。当連結会計年度末におけるそれぞれの借入実行残高等の内訳は以下のとおりで
す。
（コミットメントライン契約）

コミットメントライン総額 1,500百万円
借入実行残高 202百万円
差引額 1,297百万円

なお、上記借入金実行残高には、財務制限条項が付されており、下記のいずれかに該当した場合、一括
返済が求められる可能性があります。
①各連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、2017年３月期
末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の
連結会計年度末日における純資産の部の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に
維持すること。
②各事業年度の連結損益計算書における営業損益を２期連続して損失としないこと。

（当座貸越契約）
当座貸越契約極度額 680百万円
借入実行残高 110百万円
差引額 570百万円

なお、上記借入金実行残高には、財務制限条項が付されており、下記に該当した場合、本当座貸越契約
を新たに利用することができなくなる可能性があります。
・各連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、2017年３月期
末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の80％に相当する金額、又は直近の
連結会計年度末日における純資産の部の80％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に
維持すること。

３．有形固定資産の減価償却累計額 4,744百万円
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連結損益計算書に関する注記
１．減損損失
用 途
（事業セグメント） 場 所 種 類 減 損 損 失

（百万円）

遊 休 資 産 株式会社セコニック電子函館事業所
（北海道函館市） 土 地 0

生 産 設 備
（事 務 機 器）

恵州賽科尼可科技有限公司
（中国広東省恵州市） 建物及び構築物 1

計 1

当社グループは、主に事業拠点を基準に資産のグルーピングを実施しております。
当連結会計年度においては、収益性が著しく下落した遊休資産及び事業用資産について、帳簿価額を回収
可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。
なお、当該資産の回収可能額は、鑑定評価額を基に合理的な調整を行って算定した正味売却価額等を使用
しております。

２．工場閉鎖損失及び工場閉鎖損失引当金繰入額
連結子会社の工場閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、当該損失見込額を工場閉鎖損失引当金繰入額と
して30百万円を計上するとともに、既に当連結会計年度末までに確定した損失61百万円については工場
閉鎖損失として計上いたしました。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
普 通 株 式 1,880,000株 ― 株 ― 株 1,880,000株

２．剰余金の配当に関する事項
１）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
2017年６月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。
・普通株式の配当に関する事項
①配当金の総額 34百万円
②配当の原資 利益剰余金
③１株当たりの配当額 20円
④基準日 2017年３月31日
⑤効力発生日 2017年６月30日
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２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2018年６月28日開催の定時株主総会において、次のとおり付議する予定であります。
・普通株式の配当に関する事項
①配当金の総額 34百万円
②配当の原資 利益剰余金
③１株当たりの配当額 20円
④基準日 2018年３月31日
⑤効力発生日 2018年６月29日

金融商品の状況に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
１）金融商品に対する取り組み方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入に
よる方針です。デリバティブは、外国為替相場の変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は
行いません。

２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、
当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。投資有価
証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、業務上の関係を有する企業の株式等で
あり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、半年以内の支払期日です。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資
金調達です。長期借入金の金利は、全て固定金利となっており、金利の変動リスクはございません。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に資金
繰計画を作成するなどの方法により管理しています。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2018年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：百万円）
　

連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現 金 及 び 預 金 1,637 1,637 ―

（2）受取手形及び売掛金 1,815 1,815 ―

（3）投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 1,347 1,347 ―

資 産 計 4,800 4,800 ―
（4）支払手形及び買掛金 900 900 ―
（5）短 期 借 入 金 728 728 ―

（6）長 期 借 入 金 ※ 119 119 0

負 債 計 1,748 1,748 0
　
※ １年以内に返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。
（注）金融商品の時価の算定方法

資 産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

（3）投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

負 債
（4）支払手形及び買掛金、（5）短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

（6）長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借り入れを行った場合に想定される
利率で割引いて算出する方法によっております。
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賃貸等不動産に関する注記
当社及び一部の子会社では、埼玉県等において、賃貸用の商業施設等（土地を含む）を有しております。
2018年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は177百万円（賃貸収益は主として売上高に、主
な賃貸費用は売上原価に計上）であります。
また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。なお、以
下の明細には、練馬区等に有する遊休地等を含んでおります。

　

連結貸借対照表計上額
当期末の時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高

732百万円 △14百万円 718百万円 2,038百万円

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

2. 賃貸等不動産の減少額は、減価償却費が13百万円、減損損失が0百万円であります。
3. 当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準に基づく金額（指標等を用いて調整
を行ったものを含む）であります。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 3,189円48銭
２．１株当たり当期純利益 140円11銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
　

（2017年４月１日から2018年３月31日まで）
（単位：百万円）

　

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利 益
剰余金
合 計

配 当
準 備
積立金

買 換
資 産
積立金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰余金

当 期 首 残 高 1,609 1,548 316 1,865 171 333 25 923 49 1,502
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △34 △34
当 期 純 利 益 98 98
自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― ― ― ― 63 63
当 期 末 残 高 1,609 1,548 316 1,865 171 333 25 923 113 1,566
　

（単位：百万円）
　

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △235 4,742 400 400 5,142
当 期 変 動 額
　剰 余 金 の 配 当 △34 △34
当 期 純 利 益 98 98
自己株式の取得 △0 △0 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △72 △72 △72

当 期 変 動 額 合 計 △0 63 △72 △72 △8
当 期 末 残 高 △235 4,806 327 327 5,133
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個 別 注 記 表
　

　
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法
１）子会社株式…………………移動平均法による原価法
２）その他有価証券
①時価のあるもの……………決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）
②時価のないもの……………移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却方法
有形固定資産………………定率法

ただし、1998年４月１日以降取得した建物、並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

無形固定資産………………定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準
１）貸倒引当金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。
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２）退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、
期間定額基準によっております。

・数理計算上の差異の処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（７年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度
より費用処理しております。
計算書類において、未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱い
が連結計算書類と異なっております。個別貸借対照表上、退職給付債務に
未認識数理計算上の差異を加減した額から、年金資産の額を控除した額を
退職給付引当金に計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
１）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２）連結納税制度の適用
当社は、連結納税制度を適用しております。

５．表示方法の変更
　 ・投資有価証券売却益に関する変更

従来、「特別利益」及び「特別損失」に表示しておりました「投資有価証券売却益」及び「投資有価証
券売却損」は、投資有価証券の一部について、保有目的を政策投資から純投資に変更したことに伴い、
売買の実態をより適切に表示するために、当事業年度より「営業外収益」及び「営業外費用」に表示す
ることといたしました。

６．会計上の見積りの変更
　 ・数理計算上の差異の費用処理年数の変更

数理計算上の差異の費用処理年数については、従業員の平均残存勤務期間の短縮に伴い、一定の年数の
見直しを行った結果、当事業年度より８年から７年に短縮しております。なお、この変更による影響額
は、軽微であります。
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貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務
１）担保資産

建物及び構築物 229百万円
土地 266百万円

２）担保付債務
長期預り保証金 130百万円
（うち１年以内に償還する長期預り保証金 22百万円）

２．有形固定資産の減価償却累計額 486百万円

３．偶発債務
保証債務残高は次のとおりであります。
　 （相手先） （債務内容） （金額）
賽科尼可有限公司 借入金 276百万円

４．関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 419百万円
短期金銭債務 25百万円
長期金銭債権 80百万円

損益計算書に関する注記
　 関係会社との取引高

売上高 41百万円
販売費及び一般管理費 3百万円
営業取引以外の取引高 5百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
　 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普 通 株 式 168,108株 54 株 ― 株 168,162株

（注）増減数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取請求による増加 54株
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税効果会計に関する注記
繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。

　
関連当事者との取引に関する注記
子会社

属性 名称 住所 資本金 事業内容
議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割合（％）

関係内容
取引内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

㈱セコニ
ック

東京都
練馬区

350
百万円

事 務 機
器・光学
電子情報
機器・電
装機材

（所有）
　直接
100.00

兼任
5名

不動産
賃貸・資
金の貸付

ビルの賃貸
（注1） 27 ― ―

資金の一部
回収 350 貸付金 400

業務提携料
（注2） 12 売掛金 1

受取利息 5 ― ―

㈱セコニ
ック電子

東京都
練馬区

140
百万円

光学電子
情 報 機
器・電装
機材

（所有）
　直接
100.00

兼任
2名 資金の貸付 資金の貸付

（注3） 80 貸付金 80

賽 科 尼
可 有 限
公司

香港
新界沙田

54,609
千香港
ドル

事 務 機
器・光学
電子情報
機器・電
装機材

（所有）
直接
100.00

兼任
1名 債務保証 債務保証

（注4） ― ― 276

（注）上記金額のうち、取引金額は消費税等を含んでおりません。
取引条件及び取引条件の決定方針等
1. 賃貸料については、近隣の取引実勢などに基づいて決定しております。
2. 業務内容を勘案して、両者協議のうえで決定しております。
3. 貸付金の金利は、市場金利等を勘案して条件を決定しております。
4. 銀行借入に対する保証であります。なお、保証料は受領しておりません。
　

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 2,999円01銭
２．１株当たり当期純利益 57円36銭

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

その他の注記
　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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